




0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

Ｈ27 Ｈ28Ｈ19

Ｈ4 Ｈ5 Ｈ6 Ｈ7 Ｈ8 Ｈ9 Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

942

817

707

557

449

344

256
205 203

228
199

162

97
118 143

155 182 149 149 149
210

280 282 261
205

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ260

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

325
280

564

2,7962,7442,7592,6862,6412,6622,6312,6902,7402,741

3,9653,9523,9503,9103,8823,8553,7763,7533,7333,770
365375390394355305202130138
290332391435435415404395409
553484443412403425457468482

（～H26：決算額　H27：決算見込額 H28:当初予算額）■財政調整用基金残高の推移

 市税収入は、納税者の増等により過去最大の規模となりました。しかし、市税収入の増に伴い地
方交付税が減少傾向にあるため，一般財源全体としては微増の傾向にあります。
　なお、地方交付税の代わりとして地方が発行する市債（臨時財政対策債）は増加傾向にありまし
たが、25年度から4年連続で発行額を抑制しています。

　国の三位一体改革に伴う歳入の大幅減等により、H16年度には
100億円を割り込みました。しかし、近年は、財源に余裕がある場合や
決算の剰余金が発生した場合に積み立てを行い、残高は200億円強ま
で回復しています。

財政調整用基金（貯金）の残高は、現在200億円強で推移。

一般財源は横ばい傾向。

（当初予算額）

等
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収入が大幅に伸びない中、義務的経費の
支出が高止まり、財政が硬直化。

（当初予算額）
■歳入のうち一般財源に占める義務的経費の割合

○市債残高（借金）は確実に減少しつづけていますが、他の政令市と比較して依然として高
い水準にあります。
○自由に使うことのできる一般財源は微増傾向にありますが、扶助費などの義務的経費が
年々増加傾向にあり、福岡市の財政は依然として楽観できる状況にはありませんが、将来
の世代に過大な負担を残さないためにも、健全な財政運営の取組みを着実に進めていく
必要があります。

56.5%56.2%56.3%57.4%57.6%57.3%57.2%56.8%56.4%55.5%



 このような状況を打開するため、今の時代に合わなくなったものや優先順位の低いものを見
直すなどの徹底した改革や、これまでの行政運営の仕組みや発想、手法の抜本的な見直しが必
要です。









●平成28年度における財政健全化の取組みは？

平成28年度財源確保額（一般財源ベース、百万円）：6,456

　平成28年度の予算編成においては、「歳入の確保」を進めるとともに、「行政運営の効率化」、「役割分
担、関与の見直し」などに積極的に取り組み、その結果、約65億円の財源を捻出しました。

1,3771,3771,377
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① 人件費の抑制及び組織のスリム化
　・住居手当（持ち家）の廃止
　・小学校給食調理等業務の民間委託
　・公立保育所の民営化
　・学校環境整備等業務の執行体制見直し など

② その他行政運営の効率化
　・モーターボート競走事業収益の確保による一般会計への繰出金の増
　・下水道事業会計における一般会計からの基準外繰出金の縮減
　・青果３市場統合による管理運営の合理化 など

行政運営の効率化1

1,9791,9791,979歳入の確保2

3,1003,1003,100その他公共施設の見直し 等3

① 収入・収納率等の向上
　・市税収入率の向上[H27 97.4% → H28 97.5%]  など

② 市有財産の有効活用等
　・未利用地等の売却・貸付
　・駐車場の有料化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

1,618

　・ホームヘルプサービス等の国県負担率の改善
　・就労支援等による生活保護費の縮減
　・青年センター、農村センターの廃止 など
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※1 満期一括償還のために既に償還財源を市債管理基金に積み立てたもの。
※2 市は地方交付税の代わりとして臨時財政対策債を発行しますが、その償還は全額国が後年度に地方交付税措置することとなっています。
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対策債

臨時財政対策債

上記以外の市債

臨時財政対策債

上記以外の市債

　平成28年度の一般会計の市債発行額は706億円で、27
年度当初予算額から43億円減少。増え続けていた臨時財政対
策債（地方交付税の代わりとして地方が発行する市債）につい
ては、平成25年度から4年連続で減少しました。

　平成28年度末の満期一括積立金(※1)を除く全会計市債残高見込額から国が償還額を全額地方交付
税措置する臨時財政対策債(※2)の残高見込額を除いた額は、ピーク時の平成16年度末より6,389億円縮減
しています。
　また、その市民一人あたり市債残高見込額は、平成16年度末から約60万円減少し約125万円となります。

地方交付税の代わりとして地方が発行する市債で
す。その償還財源は全額国から地方交付税で措置
されます。

H16～H25は当該年度末日現在の登録人口、H27、28はH27.12月末現在の登録人口

◎満期一括積立金を含む全会計市債残高の推移

（～H25：決算額　H27：最終予算額　H28：当初予算額）
※満期一括積立金を除く

H16

■市債残高の推移（全会計）

H19 H21 H23 H25 H27 H28

H16 H19 H21 H23 H25 H27 H28

27,092 25,997 25,158 24,695 24,190 24,040 23,682

（年度）

(億円)

（～H25：決算額　H27最終予算額　H28：当初予算額）
※満期一括積立金を除く

H16

■市民一人あたり市債残高の推移（全会計）

H19 H21 H23 H25 H27 H28 （年度）

（万円）（億円）
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◎市民一人当たり市債残高の推移（満期一括積立金を含む全会計）

H16 H19 H21 H23 H25 H27 H28

200 186 177 171 164 160 158

(万円)
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